
	めん類製造業


７月の日照不足で冷やして食べるうどんやそばの売れ行きがもう一つだったものの、暑さが本格化した８月は盛り返した。一方、中華そばや焼きそばは、天皇即位の行事で休日が多かったこともあり、売れ行きが好調だった。
ここ数年は、客先１件当たりの販売量が減るものの、新規顧客の獲得と販売単価の引き上げに努めたことで、売上高、利幅を横ばいにしてきた。
食の多様化、人口減少、高齢化による需要の先細りが懸念される中、後継者が見つからず廃業する業者が少なくなく、めん料理の需要を増やして、魅力あるめん業界にしていくことが求められる。
業界の概要
めん類製造業は、「主としてうどん、そうめん、そば、マカロニなどを製造する事業所」（総務省「日本標準産業分類」）である。具体的な製造品は、うどんやそば、そうめん等の「和風めん」、スパゲッティ、マカロニ等の「洋風めん」、中華そば、ラーメン等の「中華めん」、スナックめん等の「即席めん類」（経済産業省「工業統計調査 品目編」）があげられる。
本調査では、大阪府内でこれらのめんを製造し、飲食店、食品卸売業者や小売業者に販売する業者を対象にした。なお、「即席めん類」は、2017年調査（「工業統計調査 品目編」）以降で、４人以上の府内事業所に該当数がなく、対象から除外した。
大阪の地位
めん類を製造する大阪府内の業者は、中小、零細規模がほとんどを占める。ただ、これらの中でも、地元のスーパー等の小売業の店頭で販売されている「袋めん」等を主に製造している業者は、生産ロットが大きく比較的規模が大きい。一方で、飲食店を主な販路にする業者は、生産ロットが小さく、規模の小さいところが多い。
いずれの販路でも取り扱う品数は多い。小売業販路の業者は、そば、うどん等、めんの品種を数多く扱う。一方で、飲食店販路の業者は、原料の配合、めんの太さやこし、中華めんを販売する場合はめんのちぢれ具合、１玉当たりの量等、飲食店の要望に応じて製造するため品目数が多くなり、数百品目のめんを作る業者もある。めんの他には、同じ小麦粉を原料とすることから、餃子の皮や冷凍餃子を販売している業者がある。また、小売業販路では、めんと具、出汁をセットにし、すぐに食べられる商品を販売している業者もある。これら取り扱っている商品を全て自社で製造しているところもあるが、近隣の同業者から一部の商品を仕入れて販売しているところもある。
2016年「経済センサス活動調査 産業横断的集計」の「めん類製造業」の結果では、府内の事業所数は104で、全国の都道府県で11番目に多い数となっている。全国には、4,128の事業所があり、府内事業所が占める割合は2.5％である（図表１）。
なお、前回の2012年調査の結果と比べ、府内事業所数は134から30も減り、全国順位も９番目から下がった。全国での事業所数も4,577から449も減っており、全国的に事業所数は減少傾向にある。
一方、製造品等出荷額では、４人以上の事業所に対象は限られるものの、大阪府内、全国ともに逓増傾向にある（図表２）。
暑さのピークがずれ、売れ行きに影響も
うどんやそばは、気温によって需要が左右される。夏が暑くなれば冷やして食べるめんが、冬が寒くなれば鍋に入れる等の温かくして食べるめんが、売れる。
今年の夏は、７月に気温の低い日が続いたため、冷やして食べるめんの売れ行きは、もう一つだった。７月下旬から本格的な夏の暑さが到来し、前年以上の売れ行きとなった。９月も厳しい暑さは続いた。しかし、スーパーでは９月に入ると夏の商品から冬の商品へと棚を入れ替えるため、めんの売れ行きは鈍くなってしまった。小売業販路の業者は、冬が寒さくなることを期待している。
一方、中華めんや焼きそばは、気温による売れ行きへの影響は少ない。飲食店販路では、休日に売れ行きが良くなる傾向があり、夏休みのある８月は例年と同じく受注が増えた。また、天皇の即位行事があったため休みが長期化したゴールデンウィークも、例年以上に受注があったとする業者がいた。
ここ数年の売上、利幅は横ばい
足下の売れ行きに対し、ここ数年は食の多様化、少子高齢化の影響からか、客先１件当たりの受注量は逓減傾向にある。一方で、費用面では小麦粉の仕入価格の値上げが続いたものの、客先に単価の引き上げを概ね受け入れてもらえたことや、価格競争を避けて単価を一定水準以上で販売してきたこと、また新しい客先の獲得に努めてきたことで、ここ数年の売上高や利幅は横ばいを維持できたと話す業者が多かった。
小麦仕入価格は高止まり感、配送費の高騰に負担感
原料の中で欠かせない小麦粉の仕入価格は、国による輸入小麦の売渡価格に影響される。売渡価格は、４月と10月の年２回、見直しがある。価格は、平成28年10月を底に、値上がりを続けてきたが、今年に入り下がった。10月の見直しでは４月の売渡価格に比べ8.7％下がった（農林水産省）ものの、その恩恵をめん類製造業者が受けるのは、もう少し先になり、目下のところでは高止まり感が強い。
値上りが大きかったのは、宅配料金である。広範なところで京阪神くらいまでは、自社で配送しているところが多い。飲食店を販路とするところでは、関東や九州、さらに遠方では東北や沖縄まで客先があり、自社配送の範囲外には、宅配業者に配送を委託している。
宅配料金については倍以上に上がったと話す業者や、１個口で依頼できていたものが２個口になったと話す業者もいた。配送料を別途請求している客先には、値上がり分の転嫁を受け入れてもらいやすいが、販売単価に含めている客先には、受け入れてもらいにくい状況である。
人件費については、最低賃金が引き上げられているため、負担が重くなっているとしていた。
製造の人材は足りているものの不足する人材も
製造現場での働き手に不足感があるようなことは聞かれなかった。これは、ここ最近の生産量が横ばいないし減っていることが要因と考えられる。ただ、始業が朝早く、工場の休転日が週１日のところが多く、雇用状況が厳しい中で、今後の採用が懸念される。
製造での人材の不足感が乏しい一方で、配送スタッフの採用が難しいとの声があった。また大学新卒を採用しようとしている業者では、内定を出しても辞退されてしまい確保できていないと話していた。
後継者が見つからず廃業が進む
従業員の不足感はそれほどでもなかったが、後継者の確保には、他の業界と同様に苦しんでいるところが少なくない。事業所数が減少している理由を尋ねると、「経営者が高齢化し、後継者がおらず廃業したからではないか。」という答えが一様に返ってきた。後継者が見つからなければ、設備投資に踏み切れず、販路開拓にも積極的に取り組まなくなり、事業が先細りしていく。さらに、めん作りは、早朝から体力的にきつい作業が続くため、やがて廃業を選ぶといった道筋を辿ってしまうとしていた。後継者が見つからず廃業する状況は、今後も続くと異口同音に話していた。
生産性の向上が課題
小売業販路でも、飲食店販路でも、多くの品種を製造しており、生産性の向上が課題になっている。
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大阪府内のめん類製造業の事業所数、従業者数、製造品等出荷額（従業者数４人以上）

数

前年比（％）全国比（％）

数

前年比（％）

額

前年比（％） 全国比（％）

額

前年比（％）

2013年 52 94.5 2.1 2,470 94.3 9,957 113.5 1.2 861,254 97.9

14年 48 92.3 2.0 2,389 96.7 13,959 140.2 1.5 919,173 106.7

15年 - - - 2,432 101.8 - - - 946,021 102.9

17年 44 - 2.2 2,025 83.3 13,960 - 1.3 1,053,330 111.3

18年 41 93.2 2.1 1,934 95.5 14,701 105.3 1.3 1,100,964 104.5

資 料 ：経済産業省「工業統計調査 地域別統計表（平成30、29年） 産業細分類別統計表（26、25年）」 

（注）１．15年調査の全国値は、総務省「平成28年経済センサス 活動調査」の結果。都道府県別値は公表されていない。

２．16年の工業統計調査は実施されなかった。

３．17年調査までの調査日は12月31日、製造品出荷額等については、1月1日から12月31日まで。

それ以降は6月1日に変更されたことから、製造品出荷額等は前年の1月1日から12月31日までの値。

総務省「平成28年 経済センサス 活動調査」

製造品等出荷額（百万円）

大阪府 全国 大阪府 全国

事業所数

配合の異なる生地を製造工程に流す際には、前に製造した生地の残滓が混ざらないように清掃作業が欠かせない。作業には人手が必要になり人件費もかさんでしまう。生地の残滓が混ざっても品質不良とならない生地を連続して製造するといった工夫をしているものの、生産性を高める効果は限られている。
中小零細規模のめん類製造業者は、消費者の多様なニーズに応えることでマーケットでの存在感が高かっただけに、人件費が上がる中で、生産性をいかに高めていくかが、課題の１つといえる。
今後の見通し
後継者が確保できず、廃業する業者は今後も減らないと、業界の多くの業者がみている。事業を継ぎたいと思えるような魅力ある業界にしていくことが急務だという認識は、業界の中で異論はない。
少子高齢化、人口減少によるめんの需要の先行きが懸念される上、食の多様化が進む中、めんの存在感を増し、業界の魅力を高めるには、何よりも需要を増やしていくことが求められる。
めんは様々な材料を組み合わせて多様なめんが作られる。一方で、めんは食材の１つとして、出汁や具とともに調和した味、食感が作り上げられもので、めんの魅力はめん製造業者だけで創られるものではない。仕入業者、客先とともに、めん料理としての魅力を高めていくことが求められる。
折しも、東京五輪、大阪万博の開催を控え、国内外の人々にめん料理の魅力をアピールするには絶好の機会が訪れる。                      （廣岡  昭彦）
※業種別景気動向調査としては、初めての調査
[image: image1.emf]図表１ めん類製造業の事業所数、従業者数【事業所数の多い上位５都道府県と大阪府、全国】単位：人、％

数 対全国比 数 対全国比 数 対全国比 数 対全国比

全国 4,128 57,942 全国 4,577 62,647

1 兵庫県 545 13.2 5,602 9.7 1 兵庫県 584 12.8 6,021 9.6

2 長崎県 393 9.5 2,256 3.9 2 長崎県 423 9.2 2,371 3.8

3 香川県 263 6.4 2,286 3.9 3 香川県 293 6.4 2,504 4.0

4 東京都 214 5.2 2,441 4.2 4 東京都 254 5.5 2,273 3.6

5 埼玉県 137 3.3 4,104 7.1 5 埼玉県 152 3.3 3,683 5.9

11 大阪府 104 2.5 1,363 2.4 9 大阪府 134 2.9 1,813 2.9

資料：総務省「経済センサス活動調査」各年版

（注）産業細分類「めん類製造業」の調査結果。「即席めん」を含む。
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